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答

弁

第

三

五

号 
   

衆
議
院
議
員
小
澤
克
介
君
提
出
放
射
性
廃
棄
物
の
処
理
・
処
分
等
に
関
す
る
質
問
に
対
し
、
別
紙
答
弁
書
を
送 

付
す
る
。

内
閣
衆
質
一
〇
二
第
三
五
号 

昭
和
六
十
年
六
月
二
十
八
日 

衆

議

院

議

長 
坂 

田 

道 

太 

殿 

内
閣
総
理
大
臣 

中 

曽 

根 

康 

弘 

一 

 



 

三 

 
衆
議
院
議
員
小
澤
克
介
君
提
出
放
射
性
廃
棄
物
の
処
理
・
処
分
等
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁 

書 

一
の

1
及
び

3
(二 )
に
つ
い
て 

御
指
摘
の
施
設
に
対
す
る
核
原
料
物
質
、
核
燃
料
物
質
及
び
原
子
炉
の
規
制
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
二

年
法
律
第
百
六
十
六
号
。
以
下
「
原
子
炉
等
規
制
法
」
と
い
う
。
）
の
具
体
的
適
用
関
係
に
つ
い
て
は
、
政
府
と
し

て
、
現
在
、
検
討
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。 

一
の

2
に
つ
い
て 

低
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物
の
最
終
貯
蔵
に
係
る
規
制
の
在
り
方
に
つ
い
て
は
、
現
在
原
子
力
安
全
委
員
会
で

検
討
中
で
あ
る
が
、
当
該
最
終
貯
蔵
に
つ
い
て
「
事
業
所
外
廃
棄
」
と
し
て
安
全
規
制
を
行
う
と
す
れ
ば
、
そ
の

結
果
を
踏
ま
え
、
核
燃
料
物
質
等
の
工
場
又
は
事
業
所
の
外
に
お
け
る
廃
棄
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
五
十
三
年 



一
の

3
(一 )
、

(三 )
及
び

(四 )
に
つ
い
て 

二
の

1
及
び

2
並
び
に
三
の

1
及
び

2
に
つ
い
て 

(三 ) 

(一 )
の
施
設
の
設
置
に
際
し
、
原
子
炉
等
規
制
法
以
外
の
法
令
に
基
づ
き
、
具
体
的
に
い
か
な
る
許
認
可
等 

(二 ) 

公
開
ヒ
ア
リ
ン
グ
に
つ
い
て
は
、
地
元
の
意
向
も
踏
ま
え
つ
つ
、
今
後
検
討
し
て
い
く
所
存
で
あ
る
。 

(一 ) 

御
指
摘
の
低
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物
の
最
終
貯
蔵
の
施
設
の
建
設
、
運
営
等
に
つ
い
て
は
、
日
本
原
燃
産 

総
理
府
令
第
五
十
六
号
）
に
、
低
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物
の
陸
地
処
分
に
関
す
る
所
要
の
規
定
を
置
く
必
要
が

あ
る
と
考
え
て
い
る
。 

が
必
要
で
あ
る
か
は
、
当
該
施
設
の
計
画
が
具
体
化
し
て
い
く
段
階
に
応
じ
、
個
々
の
法
令
に
即
し
て
判
断

さ
れ
る
こ
と
に
な
る
も
の
で
あ
り
、
現
段
階
で
個
別
に
列
挙
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。 

業
株
式
会
社
が
当
た
る
予
定
で
あ
る
と
承
知
し
て
い
る
が
、
具
体
的
な
事
業
の
実
施
形
態
に
つ
い
て
は
、
今

後
更
に
関
係
者
間
で
検
討
さ
れ
る
も
の
と
承
知
し
て
い
る
。 

四 

 



(二 ) 

使
用
済
燃
料
等
の
安
全
管
理
に
関
し
て
は
、
再
処
理
施
設
を
設
置
し
た
工
場
又
は
事
業
所
に
お
い
て
使
用 

(一 ) 

使
用
済
燃
料
等
の
所
有
権
の
帰
属
は
、
当
事
者
間
の
契
約
に
よ
り
定
ま
る
。 

一
般
的
に
、
使
用
済
燃
料
、
高
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物
及
び
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
（
以
下
「
使
用
済
燃
料
等
」
と
い

う
。
）
を
貯
蔵
、
保
管
廃
棄
及
び
運
搬
す
る
際
の
、
当
該
使
用
済
燃
料
等
の
所
有
権
の
帰
属
、
管
理
責
任
の
所
在
、

原
子
力
損
害
の
賠
償
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
六
年
法
律
第
百
四
十
七
号
。
以
下
「
原
賠
法
」
と
い
う
。
）
上
の

責
任
主
体
及
び
安
全
規
制
法
令
の
適
用
関
係
に
つ
い
て
は
、
次
の
よ
う
に
整
理
さ
れ
る
。 

済
燃
料
等
を
貯
蔵
又
は
保
管
廃
棄
す
る
場
合
に
は
原
子
炉
等
規
制
法
第
四
十
八
条
等
の
規
定
が
当
該
貯
蔵
又

は
保
管
廃
棄
を
行
う
再
処
理
事
業
者
に
、
加
工
施
設
を
設
置
し
た
工
場
又
は
事
業
所
内
に
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
が

あ
る
間
は
原
子
炉
等
規
制
法
第
二
十
一
条
の
二
等
の
規
定
が
当
該
加
工
事
業
者
に
、
原
子
炉
施
設
を
設
置
し

た
工
場
又
は
事
業
所
内
に
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
が
あ
る
間
は
原
子
炉
等
規
制
法
第
三
十
五
条
等
の
規
定
が
当
該
原 

子
炉
設
置
者
に
対
し
適
用
さ
れ
る
。 

五 

 



(三 ) 

原
賠
法
上
の
責
任
に
つ
い
て
は
、
原
子
炉
の
運
転
等
（
原
賠
法
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
「
原
子
炉
の
運 

ま
た
、
使
用
済
燃
料
等
の
運
搬
に
つ
い
て
は
、
原
子
炉
等
規
制
法
第
五
十
九
条
の
二
（
船
舶
に
よ
る
場
合

は
船
舶
安
全
法
（
昭
和
八
年
法
律
第
十
一
号
）
第
二
十
八
条
、
航
空
機
に
よ
る
場
合
は
航
空
法
（
昭
和
二
十
七

年
法
律
第
二
百
三
十
一
号
）
第
八
十
六
条
）
の
規
定
等
が
、
当
該
運
搬
を
行
い
又
は
委
託
し
た
再
処
理
事
業
者

等
及
び
運
搬
を
委
託
さ
れ
た
者
等
に
対
し
適
用
さ
れ
る
。
な
お
、
日
本
籍
の
船
舶
又
は
航
空
機
に
よ
り
運
搬

す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
国
際
法
に
従
い
、
我
が
国
の
領
海
外
又
は
領
空
外
に
お
い
て
も
、
船
舶
安
全
法
又

は
航
空
法
の
規
定
等
の
適
用
が
あ
る
と
解
し
て
い
る
。 

転
等
」
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
際
、
当
該
原
子
炉
の
運
転
等
に
よ
り
原
子
力
損
害
（
原
賠
法
第
二
条
第
二
項

に
規
定
す
る
「
原
子
力
損
害
」
を
い
う
。
）
を
与
え
た
と
き
に
は
、
当
該
原
子
炉
の
運
転
等
に
係
る
原
子
力
事
業

者
（
原
賠
法
第
二
条
第
三
項
に
規
定
す
る
「
原
子
力
事
業
者
」
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
が
原
賠
法
第
三
条
第
一

項
の
規
定
に
よ
り
そ
の
損
害
を
賠
償
す
る
責
め
に
任
ず
る
。
こ
の
場
合
、
そ
の
損
害
が
原
子
力
事
業
者
間
の 

六 

 



三
の

3
に
つ
い
て 

二
の

3
に
つ
い
て 

(二 ) 

我
が
国
の
電
気
事
業
者
は
、
イ
ギ
リ
ス
、
フ
ラ
ン
ス
側
か
ら
、
仕
様
の
一
部
に
つ
き
、
暫
定
的
な
案
の
提

示
を
受
け
、
現
在
、
検
討
を
行
つ
て
い
る
と
聞
い
て
い
る
。 

(一 ) 

返
還
廃
棄
物
の
仕
様
に
つ
い
て
、
イ
ギ
リ
ス
、
フ
ラ
ン
ス
側
と
日
本
の
受
入
れ
側
と
の
間
に
、
合
意
は
成

立
し
て
い
な
い
と
承
知
し
て
い
る
。 

政
府
に
お
い
て
も
、
電
気
事
業
者
か
ら
仕
様
の
提
示
が
な
さ
れ
た
段
階
に
お
い
て
、
安
全
性
確
保
の
観
点

か
ら
、
当
該
仕
様
に
つ
き
所
要
の
検
討
を
行
つ
て
ま
い
り
た
い
。 

使
用
済
燃
料
等
の
運
搬
に
よ
り
生
じ
た
も
の
で
あ
る
と
き
は
、
当
該
原
子
力
事
業
者
間
に
特
約
が
な
い
限

り
、
当
該
使
用
済
燃
料
等
の
発
送
人
で
あ
る
原
子
力
事
業
者
が
原
賠
法
第
三
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
そ
の

損
害
を
賠
償
す
る
責
め
に
任
ず
る
。 

七 

 



 

八 

昭
和
五
十
五
年
か
ら
現
在
ま
で
の
約
五
年
間
を
と
れ
ば
、
動
力
炉
・
核
燃
料
開
発
事
業
団
、
日
本
原
子
力
研

究
所
等
が
一
方
又
は
双
方
当
事
者
と
な
り
、
約
六
百
キ
ロ
グ
ラ
ム
の
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
の
譲
渡
し
又
は
譲
受
け
が

行
わ
れ
て
い
る
。 

な
お
、
対
価
並
び
に
対
価
算
定
の
方
式
及
び
そ
の
根
拠
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
当
事
者
間
の
商
業
ベ
ー

ス
の
判
断
で
決
定
さ
れ
る
こ
と
で
あ
る
と
考
え
て
い
る
。 

右
答
弁
す
る
。 




